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２Ｅ１６ 
地域企業の技術支援による産業振興―地域公設研究機関と産総研の連携― 

 
 

○中村 修（岡山県工業技術センター/（国研）産業技術総合研究所） 
osamu_nakamura@pref.okayama.lg.jp 

 
地域産業の発展を支援する公設研究機関（以下、公設研）として、各都道府県には工業（産業）技術

センターがある。基本業務は「研究開発」、「技術相談・指導」、及び「依頼試験・設備利用」であり、
企業ニーズを把握して戦略的な研究開発を展開するとともに、丁寧かつきめ細かな技術支援を行ってい
る。例えば、岡山県工業技術センターでは、例年、年間 60 件ほどの共同研究や 15,000 件以上の技術相
談・指導、試験機器の利用支援、研究会・講習会の開催に取り組んでいる。また、地域で解決できない
課題に関しては、産総研と連携することでそれを可能とすべく各公設研に産総研イノベーションコーデ
ィネータが委嘱されている。その活動の実態を紹介しながら、地域企業の技術支援による産業振興につ
いて議論したい。 
 
11.. ははじじめめにに  
地域の中小企業を取り巻く環境は、顧客ニーズの多様化、価格競争の激化、産業のグローバル化・空

洞化、後継者不足、金融危機や新型コロナの影響による経済不況など極めて厳しい状況にある。このよ
うな状況の中で、地場産業が今後とも継続的に発展していくには、研究開発に立脚した創造型中小企業
への転換が必要である。そのためには、公設研が率先して産学官の共同研究に取り組み、研究成果の技
術移転と企業の技術者の育成を推進する必要がある。ここでは、岡山県工業技術センターの活動につい
て紹介する。 
 
22.. 岡岡山山県県工工業業技技術術セセンンタターーのの活活動動１） 
22..11  研研究究開開発発  
 岡山県のものづくり産業の基幹となる自動車関連産業や、成長が期待される医療・福祉機器、航空機
産業等の支援に必須となる精密生産技術分野をはじめ、新素材や環境関連分野、バイオ関連分野などの
産業振興に寄与すべく、産学官共同研究等を積極的に進めている。 
（１） 国等からの外部資金による研究 

① 戦略的基盤技術高度化支援事業 
・自動車部品適用のための高強度・高熱伝導マグネシウム合金の開発 

② きらめき岡山創成ファンド支援事業 
・蚊を寄せ付けないイ草交織敷物の研究開発 

③ 次世代産業研究開発プロジェクト創成事業 
・密閉空間での耐久試験を行うための機構・動作方法の開発 

④ 特別電源所在県科学技術支援振興事業 
・塩素系薬剤の作用機構と高分子材料への影響に関する研究 

（２） 県単事業による研究 
① 基盤技術形成事業 

・繊維製品の風合い評価に関する研究 他 
② 応用技術開発事業 

・磁界解析を用いたモータの高性能化に関する研究 
③ グリーンバイオ・プロジェクト推進事業 

・バイオマス素材の活用技術に関する研究 
（３） 企業・大学との共同研究 

① 実用化技術開発事業 
・清酒製造技術の高度化に関する研究開発 
・地域資源を活用した高付加価値繊維製品の開発 他 
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得られた研究成果は、実用化に主眼をおいて積極的に企業に技術移転し、企業の新製品開発、新技術
開発、技術改善を促進している。また、センター報告や業務報告書、学協会で研究成果を発表し、この
3年で 8件の論文賞等を受賞している。 
 
22..22  技技術術相相談談・・指指導導  
 技術相談・指導業務は広く技術的な相談に応じており、毎年 7,000 件程度の実績がある。また、状況
に応じて現地に赴いて実施する現地相談・指導も行っており、この 3年間で毎年 400 件程度の実績があ
った。技術相談をさらに発展させた企業への技術移転の実績は 3 年間で 25 件あり、今後も積極的に進
めていく。加えて、機器測定技術等の研修を行う企業技術者育成研修も行っている。 
 
22..33  依依頼頼試試験験・・設設備備利利用用  
 企業からの依頼に応じて実施する依頼試験・分析件数は、毎年 700 件程度の実績があり、設置してい
る設備機器を企業等に利用していただく設備利用は毎年 9,000 件を超えており、利用技術者に丁寧な指
導を行っている。また、企業のニーズに応じ、特電補助金や（公財）JKA の機械振興補助事業を活用し
て、新しい装置の整備を行っている。 
 
以上、紹介した共同研究・受託研究にかかる企業 70 社、依頼試験・設備利用にかかる企業 400 社、

及び技術相談・指導にかかる企業 900社とのお付き合いから得られる課題解決のために、中長期的に戦
略的な研究開発を進めている（図１）。 
 

技技術術相相談談・・指指導導
９９００００社社以以上上

コア技術

依依頼頼試試験験
設設備備利利用用
４４００００社社

共共同同研研究究
受受託託研研究究
７７００社社

 

 

図１．岡山県工業技術センターと連携する企業群 

 
33.. 第第 55期期のの産産総総研研がが目目指指すすもものの２） 
 2020 年 4 月から、産総研の第５期が開始された。産総研が取り組むべき最大のミッションは「社会課
題の解決」であり、エネルギーや環境の制約、少子高齢化、国土の強靭化と防災等の課題を克服し、こ
の社会を持続可能なものにすることである。産総研が有する７つの研究領域のもつ多様性を活かしてこ
れまで以上に分野を跨いだ研究の融合を図って、経済成長・産業競争力の強化に貢献するイノベーショ
ンを創出していくこととしている。そのために、第 4 期にも取り組んできた研究成果を社会に還元する
ための「橋渡し」をさらに推進すべく、産学官の関連機関とのさらなる連携を進め、社会と産業のニー
ズを的確かつタイムリーに捕らえる研究機関として機能することを目指している（図２）。第 5 期に取
り組むべき項目を、以下に記す。３） 
 
33..11  産産総総研研のの総総合合力力をを活活かかししたた社社会会課課題題のの解解決決 
(1)社会課題の解決に貢献する戦略的研究開発の推進 
(2)戦略的研究マネジメントの推進 
 
33..22  経経済済成成長長・・産産業業競競争争力力のの強強化化にに向向けけたた橋橋渡渡ししのの拡拡充充 
(1)産業競争力の強化に向けた重点的研究開発の推進 
(2)冠ラボや OIL 等をハブにした複数研究機関・企業の連携・融合 
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(3)地域イノベーションの推進 
(4)産総研技術移転ベンチャーの創出・支援の強化 
(5)マーケティング力の強化 
(6)戦略的な知財マネジメント 
(7)広報活動の充実 
 
33..33  イイノノベベーーシショョンン・・エエココシシスステテムムをを支支ええるる基基盤盤整整備備 
(1)長期的な視点も踏まえた技術シーズの更なる創出 
(2)標準化活動の一層の強化 
(3)知的基盤の整備と一層の活用促進に向けた取り組み 
(4)技術経営力の強化に資する人材の育成 
 
33..44  研研究究開開発発成成果果をを最最大大化化すするる中中核核的的・・先先駆駆的的なな研研究究所所運運営営 
(1)特定法人としての役割 
(2)技術インテリジェンスの強化・蓄積及び国家戦略等への貢献 
(3)国の研究開発プロジェクトの推進 
(4)国際的な共同研究の推進 
 

 

１１．．産産総総研研のの総総合合力力をを活活かかししたた社社会会課課題題のの解解決決
２２．．経経済済成成長長・・産産業業競競争争力力のの強強化化にに向向けけたた橋橋渡渡ししのの拡拡充充
３３．．イイノノベベーーシショョンン・・エエココシシスステテムムをを支支ええるる基基盤盤整整備備
４４．．研研究究成成開開発発果果をを最最大大化化すするる中中核核的的・・先先進進的的なな研研究究所所運運営営

世世界界にに先先駆駆けけたた社社会会課課題題のの解解決決とと経経済済成成長長・・産産業業競競争争力力のの強強化化にに
貢貢献献すするるイイノノベベーーシショョンンのの創創出出

 

 

図２．第５期中長期目標期間における産総研のミッション 

 

44.. 地地域域イイノノベベーーシショョンンのの推推進進  
上記項目のうち、公設研と関連のある地域イノベーションの推進について取り上げる。地域産業の振

興に向けたイノベーションを推進すべく、公設研も上記のように企業ニーズを把握して戦略的な研究開
発を展開するとともに丁寧かつきめ細かな技術支援を行っているが、産総研も企業の開発フェーズに対
応した様々なメニューを準備している。即ち、技術コンサルティング、受託研究・共同研究、設備・装
置・施設提供、研究試料提供等である（図３）。発表者は、前職の産総研中国センターで産総研中国セ
ンター友の会（産友会）を起こして会員を募り、直接地域企業とのコンタクトを図って抱えている課題
を抽出し、産総研つくばセンター等の研究ユニットとの共同研究や NEDO の補助金獲得のための連携を
行ったりした。４）  

 

44..11  イイノノベベーーシショョンンココーーデディィネネーータタ５５）） 
 産総研には、企業、公設研、そして産総研の研究ユニットとの連携の仲立ちをする者として、イノベ
ーションコーディネータの存在がある。産総研の研究者やあるいは企業出身者が当てられていて、研究
領域、イノベーション推進本部、そして地域センターに配属されている。発表者も中国センター所長の
任期を終えた後に、上席イノベーションコーディネータを拝命し、中小企業や大手自動車メーカーと産
総研との共同研究を仲立ちした。特に、後者は企業内で初のテクノブリッジフェアを開催してその後の
共同研究数が年を追うごとに増加したことが評価されて、理事長賞（運営・管理・支援）を受賞した。 
 

44..22  産産総総研研イイノノベベーーシショョンンココーーデディィネネーータタ 
 産総研は、公設研では対応が困難な課題を抽出すべく、数年前から公設研の現職の研究者や OB ある
いは地域の支援機関の OBに産総研イノベーションコーディネータを委嘱している（図３）。2020 年 6 月
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段階で、北は北海道から南は九州・沖縄に至る地域に 140名を超える産総研イノベーションコーディネ
ータが登録されている。 
 発表者もこの 4 月に岡山県工業技術センター所長を拝命する傍ら、産総研イノベーションコーディネ
ータを委嘱された。産総研と連携することでさらなる飛躍が期待される課題として、現在高分子材料の
寿命診断、地元デニム産業の活性化、ロボットを駆使した無人自動生産システムの構築等について連携
を模索している。 

 

55.. 考察 
 産総研は経産省管轄の国立研究開発法人であり、政策提言や大企業と連携したナショナルプロジェク
ト推進の一翼を担う一方で、地方創生の課題を克服すべく、地域中核・中小企業との連携にも力を入れ
ている（図３）。地域企業の技術支援による地域産業の振興のために、地域の企業をよく知っている地
域の産総研イノベーションコーディネータとの連携による活動が功を奏することが期待されている。発
表者は、産総研出身の産総研イノベーションコーディネータとして、地域と産総研を繋ぐパイプ役とし
て貢献したいと考えている。 

 

地域中核・中小企業

１ 事事業業化化支支援援研研究究試試料料提提供供
ラライイセセンンスス供供与与

設設備備・・装装置置
施施設設提提供供

受受託託研研究究
共共同同研研究究人人材材育育成成技技術術ココンンササルル

テティィンンググ

・・社社会会課課題題のの解解決決
・・経経済済成成長長・・産産業業競競争争力力
のの強強化化にに貢貢献献すするるイイノノ
ベベーーシショョンンのの創創出出

公設研：
産産総総研研IC

産総研：
イイノノベベーーシショョンンココーーデディィネネーータタ（（IC））

大大学学
研研究究・・事事業業支支援援機機関関

 

 

図３．地域企業の技術支援による産業振興のための連携スキーム 
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